
事業概要一覧表

No.

No.

所管局

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

事業費(a)

主

な

内

訳

委託料

旅費

その他

公民連携事業の総合調整など、当初計画していた各事業を最小

の経費で執行できた。

G 企画・計画策定・調査研究事業

SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール

ターゲット

主な取組

ゴール⒄パートナーシップで目標を達成しよう

17.17

さかい・コネクテッド・デスクの運用

民間活力導入担当　先進事業担当 分類

103

投入量

人件費(b)

年間経費(c)＝(a)+(b)

行政運営の基本方針や、庁内でまだ取組体制の整っていない重要施

策等への対応

13

30,095

事業番号 001-012 事務事業名 企画推進事務 所管課

事業内容

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略

市長公室

工事請負費

報償費 0 0

51,011 2,597

10,480 1,789 1,699

90 29 426

1,597

4.人や企業をを惹きつける都市魅力 ～Attractive～

(1) 行政のデジタル化、スマートシティ推進による暮らしの質の向上

②まちや暮らしにイノベーションを生み出すスマートシティの推進

うち一般財源

10,583

(単位：千円）

投入量 (単位：千円）

会場等借上料 0

2

95 210

0 49,098 100

162

施策

取組の方向性

17,010 2,870 1,640

27,593 53,881 4,237

事業番号 001-014 事務事業名 政策立案事務 所管課 計画推進担当・先進事業担当 分類 C 内部管理事業

1

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 ― SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール    ―   

施策 　―　 ターゲット ―

取組の方向性 ― 主な取組 ―

事業内容 費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

・本市の重点施策における財源確保や制度改正、連携強化について、

国・大阪府へ要望を行う。

・行政情報サービスの活用等、全庁的な政策立案に伴う情報収集や

調査分析や都市課題に関する中長期的な視点からの研究を行う。

事業費(a) 10,867 15,084 17,013

　令和3年度要望においては、新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金の継続や小規模保育事業の公定価格の改

善が実現したほか、要望項目に対する国補助金等の予算措置は

平均　　内示率89.8％を実現するなど成果が着実に表れている。

　iJAMPは広範囲に及ぶ行政情報を一括して取得できる。これに

より各部局での政策立案ができているため費用対効果は高いと考

える。

うち一般財源 10,867 10,464 16,922

その他使用料及び賃借料 10,307 10,402 10,626

都市政策課題研究 0 4,678 5,000

人件費(b) 7,780 5,170 6,980

年間経費(c)＝(a)+(b) 18,647 20,254 23,993

0 400

旅費 559 4 693

そのほか 1 0 294
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事業概要一覧表

所管局 市長公室

No.

No.

4,312

需用費 941 5,866

投入量 (単位：千円）

37,368 453,414 40,352

うち一般財源 11,938 0 0

1,192

人件費(b) 6,010 4,860 6,090

年間経費(c)＝(a)+(b) 7,707 5,905 7,242

375 500

通信運搬費 6 10 52

投入量 (単位：千円）
費用対効果（事業の効率性）に係る所見

R1決算 R2決算 R3予算

・堺市統計書作成

・堺市の概要作成

事業費(a) 1,697 1,045 1,152

基幹統計をはじめとした各種統計を行政施策立案や研究等に活

用できるよう統計資料を作成、公表しているが、印刷物の作成を

必要最小限にとどめ、ホームページでのデータ掲載を基本としてい

る。

うち一般財源 1,697 1,045 1,152

主

な

内

訳

システム関連経費 1,296 660 600

刊行物作成 395

事業番号 001-020 事務事業名 統計資料作成事務 所管課 政策企画部調査統計担当 分類 B 法定義務等事業

4

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 ― SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール    ―   

施策 　―　 ターゲット ―

取組の方向性 ― 主な取組 ―

事業内容

人件費(b) 40,500 33,540 22,455

年間経費(c)＝(a)+(b) 77,868 486,954 62,807

主

な

内

訳

報酬 17,410 295,520 24,171

委託費 11,734 127,981 8,917

役務費 967 4,751 1,760

主な項目以外 6,316 19,296

3

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 ― SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール    ―   

施策 　―　 ターゲット ―

取組の方向性 ― 主な取組 ―

事業内容 費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

統計法に基づく基幹統計調査を実施する。

　令和2年度に実施した統計調査

　　・学校基本調査

　　・国勢調査

事業費(a)

法定受託事務であり、国が定めた方法やスケジュールで調査を実

施しなければならず、財源についても、原則として、国から全額交付

金が措置される。

B 法定義務等事業分類事業番号 001-019 事務事業名 基幹統計調査事務 所管課 政策企画部調査統計担当
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事業概要一覧表

所管局 市長公室

No.

No.

消耗品費 12 0 14

人件費(b) 1,215 1,312 1,066

年間経費(c)＝(a)+(b) 2,459 3,451 1,594

624 0

備品購入費 0 257 0

その他使用料 940 963 14

投入量 (単位：千円）
費用対効果（事業の効率性）に係る所見

R1決算 R2決算 R3予算

・住居表示の変更及び世帯数の増減等の地図システムへの随時反映

事業費(a) 1,244 2,139 528

調査区の設定、修正は国勢調査令等により市町村が行う事務に

位置付けられており、基幹統計調査を実施する都度、地図システ

ムを修正するのは非効率であるため、調査区における住居表示の

変更や、大規模開発等による世帯数増減等を、電子データに随

時反映させている。

うち一般財源 1,244 2,139 528

主

な

内

訳

事務機器保守 292 295 500

地図データ 0

事業番号 001-022 事務事業名 調査区管理事務 所管課 政策企画部調査統計担当 分類 B 法定義務等事業

6

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 ― SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール    ―   

施策 　―　 ターゲット ―

取組の方向性 ― 主な取組 ―

事業内容

報償費 2 0 4

人件費(b) 1,555 2,140 1,730

年間経費(c)＝(a)+(b) 1,800 2,304 2,039

36 49

食糧費 2 0 20

消耗品費 17 6 10

投入量 (単位：千円）
費用対効果（事業の効率性）に係る所見

R1決算 R2決算 R3予算

・登録調査員新規登録及び更新・辞退手続

・統計のひろば作成及び登録調査員への送付

事業費(a) 245 164 309

基幹統計調査は、学校基本調査を除き、調査員調査により行う

こととされている。調査実施の都度調査員を募集するのは非効率

であるため、登録制を採用することにより、円滑に調査を実施するこ

とができている。

うち一般財源 80 7 149

主

な

内

訳

通信運搬費 195 122 226

印刷製本費 29

事業番号 001-021 事務事業名 登録調査員確保対策事業 所管課 政策企画部調査統計担当 分類 B 法定義務等事業

5

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略 ― SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール    ―   

施策 　―　 ターゲット ―

取組の方向性 ― 主な取組 ―

事業内容
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